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１．はじめに

2018年9月28日、インドネシア共和国中部スラウェ

シ州でM7.4の地震が発生し、この時動いた活断層直

上にあった州都パル市が大きな被害を受けた。

沿岸の市街地を津波が襲い、戸建住宅団地が液状

化と地滑りの被害を受け、中高層建築物が倒壊した。

国総研では住宅等建築物の被害を調査し、復興支

援に役立てるための調査を11月2～4日に実施した。

２．建築被害状況

戸建て低層住宅に関しては活断層に近い場所であ

っても多く残存している。一方、ホテル、病院など

2006年以後の中層以上の建物が崩壊した。市内に２

棟存在していたパル市営住宅について配筋図を含む

竣工図が市から提供されたため（図１、２）、建物

の損傷の内容と理由を詳しく調査することができた。

図１ パル市営住宅基準階平面図

３．技術協力の成果の検証に向けて

旧建設省建築研究所では、1980年代からインドネ

シア人間居住研究所1)と耐震構造、住宅政策の技術

協力を行い、1993～1998年には、プロジェクト方式

技術協力「集合住宅適正技術開発」を実施し、成果

として５階建て集合住宅のプロトタイプを開発した。

被災した住宅は、このプロトタイプに改良が加え

られ地方に普及したものであるが、国庫補助により

公共事業省の基準に従って建設されており、安定し

た杭基礎の上にプレキャストの柱、梁、床版が組ま

れている。鉄筋量は図面通りだが、あばら筋の施工

に粗さが認められ、崩壊した一階柱脚の主筋の位置

は設計図よりも柱中央に寄っていた（写真、図２）。

図２：柱脚が崩壊した一階柱の配筋図

11月12日に英文報告書をパル市とインドネシア政

府に送付した。翌週この建物の再建が決定された。

国総研では、今後現地の研究機関などが耐震補強の

検討に活用できるような解析データを準備中である。
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現在、ロンボク地震(6月)とスラウェシ地震(9月)の復興支援に

当たっている。
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本稿では、共同住宅の耐震化等を促進するための

「住みながら」改修の促進に向けて、現行の改修に

おける騒音・振動の発生実態、住みながら改修の実

態等の知見について紹介する。 

１．騒音・振動の発生と予測技術 

 施工中、住棟内の居住者の負担となる騒音は、構

造躯体を伝わる固体伝播音に主に起因する。住みな

がら改修を実施した施工会社へのヒアリングによれ

ば、自社の騒音予測技術に基づき、固体伝搬音の作

業別・工具別の騒音レベルを把握している。 

一般的な解体（改修）工事では、斫り（チッパー）、

アンカー削孔（コアドリル）が、騒音の大きい代表

的な作業である。減築工事では、躯体切除にワイヤ

ーソーやコンクリートカッターが用いられるが、チ

ッパー、コアドリルに比べて騒音レベルは小さい1）。

一方、ワイヤーソーやウォータージェットなどの湿

式工法では、排水の処理が問題になるため、住みな

がら改修での適用は限定的である。 

写真－1 床モルタルの斫り 写真－2 ワイヤーソー 

青森県提供資料より転載 

２．二戸一工事の騒音測定 

大阪府住宅供給公社の協力を得て、階段室型のRC

造共同住宅の二戸一工事の騒音測定を行った。住戸

間界壁への開口形成工事を対象として測定を行い、

作業現場付近の騒音レベルは80～90dB、直上階で60

～70dB、直下階の隣の住戸（工事実施住戸から斜め

下）で55～65dBであった。工事自体は２時間程度で

終了したが、より作業箇所が多く、大きな騒音が断

続的に続く耐震改修工事においては、居住者に対し

て、騒音負担の程度をより分かりやすく、事前に伝

えることが重要であるといえる。 

写真－3 二戸一工事の様子 写真－4 騒音・振動測定機 

３．共同住宅の耐震改修の実施条件に係るポイント 

 共同住宅の耐震改修の実施条件に関し、施工会社

へのヒアリングに基づき、その主なポイントを記す。 

 まず、補強構面を廊下側かバルコニー側のいずれ

かに選択することになる。居住者側は、廊下側を希

望する傾向にあるが、廊下側の補強は、既存設備イ

ンフラの切り回し・盛替が発生し、長工期・コスト

増・不確定要素の増大を招く。施工者側は、施工リ

スクのより小さいバルコニー側を行いたいと考える。 

下階に、事務所・店舗など住宅以外の用途がある

場合、営業活動の阻害・中断や専有面積の減少など

につながりやすく、合意形成上の支障となりやすい。 

施工中は、夜間労働者や不規則勤務、乳幼児の親

などから、騒音・振動の苦情を受けやすい。共同住

宅の場合、事務所のように土休日に集中して作業を

進められないため、騒音・振動の大きい作業をいか

に分散して行うかが重要である。加えて、工程の事

前説明や問い合わせの窓口の設置も必要である。 
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